
奈良産業大学経済学部創立10周年記念論文集(1994年11月) 129-147 

会計・アカウンタビリティと権力/知関係
一一パークスの「会計と社会」論によせて一一

山 上 達 人

最近，会計の本質的性格をめぐって議論が活発である。会計はたんなる技術で、はなく，社会

に対して積極的な役割をもっ「知識」であり，それはまた「権力」関係のネットワークの一つ

であると考えられる。このような思考は，ポスト・モダンの，例えば M. Foucault らの思

想に支えられた相対主義的思想(脱中心主義)の一つの表現で、ある民社会に対する会計の役
割を再認識しようとするものである。そこで，本稿では，最近出版されたR. W. Perks 教

授(ロンドン大学)の「会計と社会」論を中心に，彼の「会計本質論」の紹介を行うとともに，

この書を通じて会計の本質・役割・特徴などにふれてみたい。すなわち，そこでは，専門職業

としての会計やアカウンタピリティ・監査，さらには社会報告への発展，会計基準や業績指標

などが知識や権力との関係で論じられており，示唆に富むところが多いと考えられるからであ

る。

I 会計専門職業とアカウンタピリティ

Perks は， この書において， I社会における会計の役割」を問題とし，まず社会における

「専門職業」の役割をとりあげる。そして，専門職業とは何かを論じ，専門職業家は社会に対

して「アカウンタブル」でなければならないと考え Iアカウンタピリティ」を中核に論を展

開する。すなわち，彼の第ーの主張は，専門職業としての「会計」の重要性を指摘し，そのた

めにはアカウンタビリティの明確な樹立が必要で、あれそれをさらに監査，外部者によるチェ

ックによって客観化しなければならないという。そして，さらに「権力J (power) の概念を

用いて，社会における会計の役割を「権力関係J の交錯によって説明し，権力と会計との関係

を重要視している。

(1) ポスト・モダン思想や，その会計への適用については，つぎの拙稿を参照のこと。拙稿「イギリス

会計学の新しい潮流 ホップウッドらの社会関連学派について」経営研究， 41-1/2; 同「イギリス社

会関連学派会計の理論構造ーその思想背景と思考枠組について」産業経理， 50-3 

(2) R. W. Perks “ Accounting and Society" , 1993; なお， Perks の現職は， Sainsbury Professor 

of Business Studies, Birkbeck College, University of London である。

(3) なお，本書の構成は，各章に「まとめと結論J がおかれ，また「より一層の研究のために」・「討論

すべきテーマ」・「参考文献」などをあげ，読みやすい形式をとっており，会計本質論の理解にとヲて，

よくまとめられた文献で、あると思われる。
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そこで，本書の枠組をみるため，目次をみると， ~1 r専門職業・社会と会計j， S2 rアカウ

ンタピリティ j， S3 r社会における監査の役割j， S4 r企業の社会報告j， S5 r利益を超えてj，

S6 r会計基準j， S7 r概念フレームワーク j， S8 r会計人の権力と会計J の八章からなっている。

このことからも明らかなように， Perks は，まず「専門職業」としての会計を社会との関係で

問題とし CS1)，その存在理由を「アカウンタピリティ J に求め CS2)，それを「監査J による

制度化によって客観化しようとしている CS3)。ついで，この書によれば，アカウンタピリテ

ィの拡充の方向を「企業の社会報告」に求めている CS4)。すなわち， rコーポレート・レポー

ト」を中心とする企業の社会報告の出現をアカウンタピリティ概念の拡充の重要な方向として

捕らえ，最近の「倫理投資J や「環境問題」へと展開している。さらに， Perks によれば，

このような会計の社会的な役割は客観化されねばならず，またその場合の指標・尺度が問題と

され，それは従来の「利益」指標を超えた「業績尺度」が必要となり CS5)，その制度化への

方向として「会計基準」伐のや「概念フレームワークj CS7) が問題とされる。そして，最後

に，このような会計の本質は， r権力/知」関係のーっとして認識され CS8)，権力〈パワー〉

関係の交錯のなかに会計の本質が論ぜられる。

このように， Perks のこの書は， r会計と社会」との関係に焦点をおいて，まず会計につい

て「専門職業→アカウンタピリティ→監査」という論旨でアカウンタピリティを中心にとりあ

げ，ついで，アカウンタピリティ概念の拡充・展開方向に企業の「社会報告J をおいて論じて

いる。そしてさらに，業績評価指標としての「利益指標」を問題とし r会計基準」や「概念

フレームワーク」の制度化動向を解明し，最後に「権力J との関係で会計のもつ社会的役割を

強調しているものと考えることができる。そこで，本稿では，以下， 1) rアカウンタピリティ

概念J→2) rその拡充としての社会報告」→3) r業績指標としての利益指標」→4) r権力/知関

係と会計」に焦点をあてて論じてみることとする。すなわち， Perks の主張は， rアカウンタ

ピリティ」・「その拡充(社会報告)J ・「権力/知関係」を中軸に，会計の社会的役割を浮き彫

りにしようとするものと考えられるからである。

まず r専門職業・社会と会計」について，社会における専門職業の役割とくに会計職業に

関しての専門職業の特性について考察される。 Perks によれば，社会はますます専門化しつ

づけていると考えられ，専門職業は「学問のある分野の専門化された知識が他の事柄に適用さ

れる職務」として定義され，神学・法律や医学などを例に説明される。そして，会計はこれら

の職業に対しては専門性の点でやや疑問があるが， Perks は専門職業としての特性としてつ

ぎの四つをあげている。1)専門職業で、あるための要求の強さ， 2)職業グループが専門職業とな

るために通過しなければならない「舞台」を提示すること， 3) これらの特性の各々はだれの利

益のために運用されるか， 4) これらの特性は社会において専門職業を権力あるものにするか。

(4) R. W. Perks “ Accounting and Society" , p. 2 
( 5 ) Ibid.. p. 3 
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そして，これらの一つ一つについて論じられるが，それぞれについては，会計の社会的役割は

相対的で、あると述べている。そして，とくに「権力」に関しては r理論的知識にもとづいた

技術J ・「職業団体」・「教育の期間」・「能力のテスト」・「制度的な訓練」・「資格のある実務家」

. r仕事の独立性」・「職業行為の憲章あるいは倫理」・「自己規制」・「公共サービス・利他主義」
など22の要素をあげている。そして，これらの要素・特性について， G. Mil1erson の特徴づ

けを例示して r組織化J ・「行為の職業憲章」・「理論的知識にもとづいた技術」などを重要視

している。種々なる専門職業の特性は社会のニーズに相応して発展し，社会の便益のためには

専門職業の「機能主義的解釈」が適合しているが，この点について， Perks は， H. Willmott 

によりながら，1)機能主義的解釈， 2)相互作用的解釈， 3)批判的アプローチの三つをあげて，

「社会における専門職業の役割」を説明している。まず， r機能主義的解釈 (functionalist

interpretation) j すなわち伝統的な解釈によれば，専門職業の特性は，専門職業のサービス

の便益を得るための社会に対する必要として説明され，ここでは専門的活動は社会の利益にな

るものとみられる。そして，職業団体は，資格のない者から，また彼ら自身のメンバーの行き

過ぎから公共を守るものとしてみられる。これに対して， r相互作用的解釈(interactionist

interpretation) j は，専門的認識に対する彼らの要求の正統性について他人に確信させるも

のとして考えられ，専門的仕事は専門的役割を作り維持するプロセスと考えられる。また，第

三の「批判的アプローチ (critical approach)j は，専門職業を権力あるものとみる。そして，

これらの三つの解釈の各々にはそれぞれ真実があると考えられる。 r専門家は，彼らが社会に

対して価値のあるものを供給するとみなされなければ，生き残り繁栄することはできない」か

らである。

このように， Perks は，会計の専門職業としての存在を説明しているが，とくに「社会に

おける会計の権力は，多くの会社や政府さえも左右するほどの規模で高度の職業的資源を動員

する力によって高められるだろう」といっている。すなわち，専門職業は社会的な役割をもち，

それは「権力」として存在するのであり，会計職業もそのーっとして重要視されているものと

考えられる。

前に述べたように r専門職業→会計職業」は，社会的役割を演ずるものであり，したがっ

(6) Ibid. , pp. 6-13 
(7) そのほか， r必要な訓練・教育」・「競争テスト J ・「利他的サービス」・「他の事柄への適用J が続い

ている (Ibid. ， p. 14)。なお， Cf. G. Millerson “ Qualifing Association" , 1964 
(8) R. W. Perks “oþ. cit.ヘ pp. 14-15; なお， Cf. H. Willmott “ Organising the profession: a 
theoretical and historical examination of the development of major accountancy bodies 

in UKヘ Accounting， Organizations & Society , 11-1 
(9) Ibid. , p. 15 
(10) なお，イギリスにおける会計職業団体の発展については， Cf. Ibid. , p. 16 ff. 
(11) R. W. Perks “oρ . cit." , p. 20 
(12) Ibid. , p. 21 
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て社会に対して「アカウンタプノレJ である。すなわち rアカウンタピリティ」をもつものと

して存在する。そこで，つづいて「アカウンタビリティ」についてみてみる。 Perks によれ

ば，アカウンタピリティは「説明を与えるための義務〉と理解される。なお，説明の形式・内
容の範聞は，それぞれの関係によって異なるが，彼によれば，特別な状態におけるアカウンタ

ピりティによって意味されるものを明らかにするためには，1)だれがアカウンタブノレか， 2)だ

れにアカウンタブ、ルか， 3) どのような方法で， 4)なんのためにか，が関われるべきであると。

また，特別なアカウンタピリティ関係に含まれる二つの当事者としては，その人に説明がなさ

れるべき「プリンシパルJ (アカウンティー“accountee" 被説明者，例えば株主)と，その

人から説明が行われる「エージェント J (アカウンター“accountor" 説明者，例えば取締役〉

が問題となる。そして，伝統的な会計人モデルは，アカウンタピリティの会計モテ、ルとして，

所有者(あるいは株主)と経営者(あるいは取締役〉が分離していること，そしてまた，取締

役が株主に対してアカウンタブ、ルで、ある必要があるという考えにもとづいており，さらに，株

主に対してのみならず債権者に対してもアカウンタピリティが生じ，かくしてアカウンタピリ

ティの会計入の役割の起源は，株主と債権者に対して情報と安心感を提供することとみなされ

得るY; なお，代替的な考えとして，アカウンタピリティのメカニズムは取締役自身の利益に
よって行われる場合もあるが，現代のアカウンタピリティの中心にあるのは，つぎの四つの

要素で、あるといす;すなわち，1)会計情報の作成，給計情報の監査，総計情報の公表，の
その承認である。 Perks は， これら四つのアカウンタピリティの要素を説明した後，現状で

は， 1)作成された情報は不適当で誤りに導きやすく， 2)監査は重要な限界にさらされており，

3)公表された情報は会社がアカウンタブ、ルで、ある者に対して受け入れられていず， 4) またエー

ジェント(取締役〉に対しての承認は効果的でないとそれぞれの限界を指摘している。なお，

ここで重要なことは，伝統的なアカウンタピリティの会計モデ、ノレは取締役と株主が異なった側

にあると仮定しているが，現在ではこれら両者は同じ利害関係に立つようになっていると述べ

ていることである。このように，アカウンタピリティ概念は時代とともに変遷しつつあるが，

Perks は最後に， r権力とアカウンタピリティ」との関係について，つぎのように述べてい

る。 r権力とアカウンタピリティは交錯している。アカウンタピリティを課す試みは，権力を

(13) Ibid. , p. 24 
(14) Ibid. , p. 24 
(15) Ibid. , p. 24 
(16) アカウンタピリティ概念の定義についての， Gray やコーポレート・レポートの見解については，

Ibid. , p. 25; なお， R. H. Gray, D. Owen, K. Maunders “ Corρorate Social Re�orting: Accountｭ

ing and Accountability" , 1987, p. 2,; ASSC “Corρorate Reþortぺ 1975 ， p. 25 

(17) R. W. Perks “oρ . cit." , p. 27 
(18) Ibid. , p. 30 ff. 
(19) Ibid. , p. 34 
(20) なお，公共セクターや経蛍体のアカウンタビリティについては， Cf. Ibid. , pp. 37-38 

-132ー



会計・アカウンタビリティと権力/知関係

制限する試みである」が r会計が運用される方法は，現存する権力関係を繁栄L高める傾向

にある」と。上で述べたように，アカウンタピリティに対する会計人のアプローチが権力関係

を変える範囲は限られており，アカウンタピリティが，1)会社内の取締役一株主関係， 2)経営

管理関係， 3)公共セクターのそれぞれで運用される場合には重要な違いがあるとして，1)の場

合は，取締役によって大きく規制され，彼の権力を制限することはほとんどできず， 2)の場合

には，従業員の権力はアカウシタピリティ→会計情報によって効果的に制限され， 3)の公共セ

クターの場合には，公衆は散らばっており，アカウンタピリティは効果的に働かないといって

いる。そして， Perks は， エージェントがプリン、ンパルに対してアカウンタブルで、あるとす

ると，つぎの三つの可能性があるという。すなわち，1)プリンシブノレがアカウンタピリティ・

プロセスを統制する場合， 2)エージェントが統制する場合， 3)プロセスを統制する者が不明確

で，プリンシパルとエージェントの間で闘争がある場合である。伝統的な会計モデルは，取締

役の株主に対するアカウンタピリティから出発したが，大会社や取締役は社会において権力的

となり，したがって，コーポレート・ガバナシスやアカウンタピリティ，そのなかでの監査人

の現実的・潜在的役割が社会的に大きな問題となってきているという。以上， Perks は，ア

カウンタピリティは，1)プリンシパノレ， 2)エージェント， 3)異なった当事者間の権力の争い，

4)独立の第三者，によって支配されたものとなるだろうと述べており，ここでは監査人がこれ

らの役割を遂行すべく期待されている。

アカウンタピリティの成立によって，プリン、ンパルとエージェント，あるいは彼らの聞の争

いが問題とされたが，それらを統制する重要な地位に監査がおかれた。そこで，つづいて，社

会における「監査」の役割についてみてみる。周知のように，監査の歴史は古く古代にまでさ

かのぼることができるが，アカウンタピリティとの関係でみると r監査」はアカウンタピリ

ティのプロセスのー要素として，公表財務諸表の検証に関して一般的に用いられた。すなわち，

プリンシパルとエージェントによる支配のプロセスを避けるための一つの方法として「監査

人」のような第三者が問題とされ，かくて「アカウンタピリティのプロゼスにおける監査人」

として問題とされるようになった。すなわち， Perks によれば，監査は資源の受託責任=ア

カウンタピリティ，すなわちプリンシパルとエージェントの関係を第三者がチエヅクするもの

であり r監査人として会計人がアカウンタピリティのプロセスにかかわることであるJ と考

えられている。監査の目的については，種々の監査は種々の目的をもつものであるが，監査人

の役割は「虚偽の検出よりも財務諸表の信頼性の確保」にあり r真実と公正な観点」から行

われる。しかし，この観点も取締役の意見によって無数にあると考えられる。そして rだれ

(21) Ibid. , p. 41 
(22) Ibid. , p. 41 
(23) Ibid. , p. 42 
(24) Ibid. , p. 42 
(25) Ibid. , p. 47 
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に対する責任かJ については r株主と取締役J に対してから「多数j に対して，さらにいえ

ば，財務諸表を受け取ることのできる者へと拡充されつつある:しかしながら，監査の「期待
ギャップJ は大きく，監査人がなすべきことと個人あるいはグループが彼らに期待することの

聞にはギャップがあり， Perks はそれを七つにわけで論述しており，さらに， T. A. Lee の

説にもとづいて，1)監査人の独立性， 2)監査人の責任， 3)真実と公正， 4)監査の証拠の四つの

概念をあげてギャップの克服策について論じている。以上で、述べたように， Perks は，とくに

会社の監査に関して社会における監査の批判的解明を行い，そこには相当の改正・改善の範囲

があると述べている。しかし，本質的な弱点、はあるが r監査の実務は積極的な便益をもっ」

と。すなわち r監査はアカウンタピリティ・プロセスの本質的な部分であり，また資源を統

制する者の行動の自由に対する重大な制限としてみられるべきである」と述べて，監査とアカ

ウンタピリティとの関係を強調している。かくて，彼によれば，監査の本質における重要な変

更と期待ギャップの減少は，監査人の基本的地位における規制と変化を必要とすることとなる

と。

以上，会計の社会的な役割をめぐって， Perks は，まず会計の専門職業としての重要性に

着目し，その社会的存在基盤をふまえて，それがアカウンタピリティ(報告・説明責任〉とい

う形で r株主・債権者」に対してから「一般大衆」に対しての受託責任として重要視された

ことを論じ，そのアカウンタピリティのプロセスに監査がかかわり，監査によってそれが客観

化されることを強調し，会計のもつ社会的役割を主張しているものと思われる。

11 アカウンタピリティと社会報告

アカウンタピリティは，伝統的な「対株主・債権者J 関係から拡充される。すなわち，会社

やその他の組織は，社会の多くの異なったグループに対して「アカウンタブルJ であり，彼ら

は財務的な状況や業積に加えて，より広い問題領域に関して「アカウンタブル」である。いわ

ゆる「企業の社会報告」は，利益や財務状況だけではなく，組織の業績のより広い社会的・財

務的局面について，会社およびその他の組織による報告を含むものである。そこで、は，通常，

従業員や社会全体も含んだ，株主・債権者より広い利害関係者への報告と考えられる。 Perks

は，上のように述べて，アカウンタピリティの拡充について論じているが，ここではまず，そ

の鳴矢となり「公共アカウンタピリティ」概念を導入した「コーポレート・レポート」につい

ヘ(26) Ibid. , p. 51 
(27) Ibid. , p. 53 
(28) Ibid.. pp. 63--65 

(29) Ibid. , p. 71; なお. Cf. T. A. Lee “ Comþany Auditing", 1982 
(30) Ibid. , p. 73 
(31) Ibid. , p. 74 
(32) Ibid. , p. 74 
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てみてみよう。 Perks によれば rコーポレート・レポート」は，社会に対する広い責任の

会計人による認識の第一のステップとして考えられる。なお rコーポレート・レポート」に

ついては，すでに度々述べたが rアカウ γタピリティ」の拡充にとっては画期的なレポート

であり，イギリス会計学界におよぼした影響は多大である。そこで， Perks のいうところを

聞いてみると rコーポレート・レポート J は，年次報告書の公共関係に多大の光りを与えた

ものであり， 1970年代の政治状況の反映であったと考えられる。このように，企業の「社会報

告J はコーポレート・レポートの発表によって重要視されたが，この点について， S. Burchel1 

らは，付加価値計算書の出現と結びつけて多くの力の結合を「星座j (コンステレーション，

“cons凶ationつという状態で説明している次同じ分析が企業の社会報告の登場・低落に
ついてもいえる。すなわち，企業の社会報告は労働党政権からサッチャ一保守党政権への移行

という政治状況の変化によって沈静化したとされる。また，この点について， R. H. Gray ら

は，企業の社会報告を資本主義を擁護する者とそれを破壊する者との聞の「中間的立場」とし

て賛成しているが， これに対して T. Tinker らは，中間的な考えは検討されるべき領域で
。η

あり，変わりうるものであると述べて，企業の社会報告の支持の低落を「社会保護期間」の終

鷲と考え，それは「保護市場時代」に連なると述べている。 Perks はさらに， この問題は，

最近では，1)社会的業績と社会的ディスクロージャーとの関係， 2)社会的ディスクロージャー

と経済的業績との関係として問題視されていると述べている。上で述べたように rコーポレ

ート・レポート」のもつ意味は重要であるが， Perks はついで， rそれは会計人によってなさ

れるべきかj， r報告書はどんな形式をとるべきかj， r社会報告書は監査されるべきかj， rだれ

が費用を負担するのかj， rなにがディスグロージャーされるべきかj， r法的に強制されるべき

かj， r企業の社会報告の目的はなにか」などの問題を提起して議論している。そのうち，ディ

スクロージャーの内容としては，①環境，②エネルギー，③公平な取引実務，④人的資源，⑤

共同社会への参加，⑥製品，⑦その他の社会的責任のディスグロージャーなどがあげられてい

(33) この点については，つぎの拙著を参照のこと。拙著『付加価値会計の研究』有斐閣，同『社会関連

会計の展開』森山書店など。

(34) この点については，前掲拙稿「イギリス会計学の新しい潮流」参照。なお， Cf. S. Burchell, C. 
Clubb, A. G. Hopwood .. Accounting in its social context: towards a history value added 
in the United Kingdomヘ AccountingOrganizations and Society, 10-4 
(35) R. W. Perks “oρ. cit." , p. 81 
(36) この点については，拙稿「アカウンタピリティ概念の拡充とグリーン・アカウンティング一社会関

連会計の新しい展開」産業と経済， 7-3 参照。なお， Cf. R. Gray, D. Owen, K. Ma制und血er悶s 
“Corporat恰e Social Reporting: Emerging Trends in Accountabi1ity and the Social Contract" 

Accounting, Auditing & Accountability Journal, 1-1 
(37) なお，ティンカーの「政治的静誼主義批判」については， Cf. T. Tinker, C. Lehman, M. Neimark 

“Falling down the Hole in the Middle of the Road: Political Quietism in Corporate Social 

Reportingヘ Accounting， Auditing & Accountability Journal, 4-2; なお，前掲拙稿「アカウン
タピリティ概念の拡充とグり}ン・アカウシティングJ 参照。
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ついで， r企業の社会報告J の重要なものについてみてみる。まず， r付加価値計算書」が問

題とされる。この付加価値計算書についても，すでに詳しく紹介したが， Perks は， rコー

ポレート・レポート」における付加価値計算書の例示をあげ，とくに付加価値が大きくて利益

が小さい場合の意思決定に対する疑問を提起している。この点は以前にも議論されたところで

あり rティーム」の概込ともに，付加価値思考の根本にかかわる重要問題であると思われ
る。 Perks はさらに，前にみた Burchell らの説によりながら，この時代(1975) では，能

率と生産性の言語が産業民主主義(労使強調)と参加意識と交錯していたとして，付加価値計

算書の出現は，つぎの三つの「コンステレーション(星座)J に対する重要な局面をひきだし

たとしている。すなわち，1)財務諸表の基準の特殊化， 2)マグロ経済の管理， 3)産業民主主義

と従業員への情報の開示へ向けられた産業(労使〉関係の状況であると。そして，付加価値計

算書の低落は，新しい保守政権によってもたらされたとし，そこには，産業民主主義(労働の

重視・労使協調〉よりも，市場の力・貨幣中心主義や経営特権の強調にもとづく異なった政策

があったと述べている:ついで，企業の社会報告書として r雇用報告書」があげられる。
「コーポレート・レポート」は雇用報告書を公表することを提言し，その内容として， r従業員

数」・「雇用のロケーション」・「従業員の年齢分布」・「作業時間」・「雇用コスト」・「年金」など

を含めることが重要であるとしている。なお，以前にも年次報告書の一部分として特別の雇用

報告書が公表されていたが，徐々に表退し，現在では公表されていないが，現行会社法(1985)

のなかで取り入れられていると述べている。また r従業員報告書」は，典型的にはニューズ

レターや告知板などの形で行われており，その目的は従業員に会社の状況についてより多く参

画させ，また責任観念を強めることである。なお， Perks は，そのほか「人的資源会計J の

重要性についても言及しているが，これらについては割愛する。以上で、述べたように， Perks 

は，アカウンタピリティ概念の拡充の重要な方向として「コーポレート・レポート」をあげ，

ここで、主張された「公共(社会的)アカウンタピリティ」概念に注目している。すなわち，株

主・債権者と企業との関係をプリシシパル=エージェント関係としてみる「エージェンシイ理

論」からのアカウンタピリティ論は，企業の変容とともに，その利害関係者とのかかわりあい

を広め，従業員や社会全体をも視野にいれた関係へと拡充されねばならず，そのための新しい

操作概念が「社会的アカウンタピリティ」であると考えられる。そして，これらのアカウンタ

(38) R. W. Perks,“op. cit.ぺ p. 85; なお，アカウンタピリティ概念の本質・拡充や適用をめぐる諸問

題については，拙稿「社会関連会計と社会的アカウンタピリティー社会関連会計の理論的基礎をめぐ

る論争について」産業と経済， 9-1 を参照のこと。

(39) 例えば，前掲拙著『付加価値会計の研究』など参照。

(40) R. W. Perks “oρ . cit."; p. 91 

(41) lbid. , .p. .89; なお， Cf. M.. F. Morley “ Value Added Statementぺ 1989

(42) lbid; , p. 92 
(43) lbid. , p. 92 
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ピリティの拡充にともなう報告(ディスグロージャー)がいわゆる「企業の社会報告」であり，

その典型として，従業員その他，企業の付加価値の産出にかかわったグループに対する生産・

分配の報告書としての付加価値計算書や，さらには雇用状況の報告書や対従業員の報告書など

が「企業の社会報告の重要問題」として認識・作成されることとなったものといえる。

ついで，この領域で最近重要視されてきている問題の一つに「倫理投資問題」がある。これ

は，アカウンタピリティの拡充とは別の領域の問題であるが，個人あるいはその他の組織とく

に年金財団などが企業に投資する場合，その企業の倫理活動に注目し，倫理活動・社会貢献活

動を活発に行っている企業に投資し，逆にそうでない企業には投資を行わないという運動であ

り，現にアメリカにおいて活発化しつつある。そのため，各企業はこのような倫理活動につい

ての情報のディスグロージャーを要請され，個人や組織体も企業に対してその開示を求めるこ

ととなり，その意味においてアカウンタピリティの遂行やその開示と関連して問題となって来

ている。 Perks によれば， 11990年代には，企業の社会報告に関連するこつの特別なテーマが

強くなった」として，.1) I倫理投資活動」と， 2) I環境運動J をあげている。彼によれば，教

会などの投資活動がこの方向で動いており，年金財団のような大規模の組織が倫理活動政策を

実施する方向にあるが，これらに対する情報はまだ十分ではないと述べられている。彼による

と，そのための「倫理研究サーピス組織J (EIRIS) が設立され，投資活動のアドヴアイスに

乗り出したとされ，最初の倫理投資トラストが1984年に設置きれ， 1989年には17の倫理財団が

できたとされる。なお，これらの団体において，参加を拒否する活動とトラスト数は，①タバ

コ(活動〉…11 (トラスト)，②軍備… 10，③アルコール…9，④ギャンプリング…8，⑤南アフ

リカ問題…8，⑥動物実験…4，⑦核…3，⑧麻薬… 1，⑨政治献金… 1，と報告されている。そ

して，このような「倫理投資トラスト」は，従業員・積極的雇用対策や社会に対する創造的ベ

ネフイヅト，とくに環境に関するベネフィットの創出のような領域に積極的な貢献を行ってい

る企業への投資を奨励していると。このように，倫理投資運動は，最近の重要な方向であるが，

特別な情報のニーズが必要となり，適当な情報を提供するための企業の社会報告の一定の形式

を期待することが合理的であると考えられている。そして， Perks の調査によると，投資ト

ラストとくに環境問題に関しての投資政策が重要視されている。上のように， Perks によれ

ば，倫理投資家は投資決定を行うための情報を必要としており，それは通常，企業の社会報告

が行うべきであるが，実際には彼らの情報ニーズに十分適合するような情報の提供までには至

っていたいと。

以上で、述べたように，倫理投資活動は，社会全体の意識改革の問題として今後重要視されて

いくものと思われる。すなわち，一般大衆の意識が倫理活動と結びつき投資を左右するように

(44) Ibid. , p. 90 
(45) Ibid. , p. 82 
(46) Ibid. , p. 97 
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なれば，企業活動もその方向へ自主的に規制されることとなり，企業の社会報告の内容は，こ

れらの倫理投資活動に対する重要な情報としての地位を与えられることとなり，その重要性が

増大していくものと考えられる。

最後に r環境問題」について，アカウンタピリティとの関係でみてみよう。というのは，

「環境問題は倫理投資家とかかわるものであり，よりー劇物には，企業の社会報告の重要な構

成要素であむからである。四90年代の早期までは，環境問題は企業の社会的活動に関心のあ
る者やこのような活動に対して公共的アカウンタピリティを強制しようとする者にとって重要

な事柄であった。例えば，オゾン層破壊や砂漠化現象，酸性雨の発生，魚群種の減少，再生不

能資源の濫用などが進行していたが，会計人は少なくともコーポレート・レポートの公表後は，

環境問題にある程度はコミットしていたと。すなわち， Perks によれば，諸種の学説や諸機

関も環境問題にとりくんで、きた33 最も重要な国際的展開はヴァルディーズ原則の実施で、あっ
立この原則によって，①生物圏の保護，②自然資源の維持的使用，@廃棄物の減少と処理，
④エネルギーの賢明な使用，⑤危険の回避，⑥安全な製品・サーピスの配給，⑦損傷の補償，

@ディスクロージャー，⑨環境担当取締役とマネジメント，⑬アセスメントと年次監査が問題

とされるようになった。そして，つぎの二つの報告書が環境問題に対する重要性を増大させた

と。すなわち， rブルントラント (Brundtland) 報告J (1987) と「ピアース (Pearce) 報告」

(1989) である。これらについても，すで、に紹介したが， r ピアース報告」は，通常自由とみな

されている環境資源を使用するにあたっての経済的・産業的政策に対して政府が問題提起をし

たもので，そこでは経済政策が環境目的に統合され，汚染者負担原則が適用されるべきことが

強調されている。そしてまた，財務的・量的測定と市場ベースでの刺激を強調しているが，こ

れは会計人の役割であると思われる。さらに重要なことは，この「ピアース報告」はイギリス

の環境省によってオーソライズされていることである。なお，この「ピアース報告」や「プル

ントラント報告」では，いわゆる「持続可能な開発J (sustainable development) という概

念が用いられているが，この思想は，成長の環境的インパグトは，奨来の世代が生活水準を維

持でき，さらなる進歩が可能なような方法で行われねばならないという考えである。そしてそ

のため，1)人工資本と再生可能・維持可能・代替可能な自然資本や， 2)枯渇性自然資本，の区

別が重要視される。さらにまた，周知のように，これらの報告書は，資本維持は企業経営の中

(47) lbi・d. ， p. 82 

(48) Ibid. , p. 98 
(49) Ibid. , p. 98 
(50) この点については，拙稿「会計環境の変化とグリーン・レポーティング」商学論集， 18-3; 同「企

業会計と環境問題ーグレイの環境保護会計について」産業と経済， 8-3/4 参照。なお， Cf. G. H. 

Brundtland (UNEP) “Our Common Furtur~" ， 1987; D. Pearce, A. 勘1arkandya， E. Barbier 

“Blueρrint for a Green Economy , 1989 
(51) Cf. G. H. Brundtland “oρ . cit.ヘ pp. 54 ff. 

(52) R. H. Gray “ Accounting for th~ Environment: The Greening of Accountancy Part n ヘノ
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心であるが，生態学的関心のある会計人にとっては，枯渇性資本の維持を考慮しなければ，従

来の利益指標は企業を誤りに導くことを知るべきであるといっている。すなわち，このことは，

企業の社会報告に対する全体的な批判とうけとめることが重要であると思われる。そして，こ

のような「環境主義」の下， R. H. Gray や D. Owen らの著書が出版さ究環境問題は会
計職業の大きな仕事となった。というのは，会計人は環境問題に関して有用な技術を提供する

ことができるからである。そして最後に， Perks はこの点を整理して， 1960年代は「消費者の

時代j ， 70年代は「従業員の時代j ， 80年代は「自由市場の時代j，そして 90年代は「環境の時

代」とよんで，環境問題の重要性を強調している。すなわち，伝統的な財務会計は，利益の計

算，組織における株主利益，資本の維持に焦点があったが，企業の社会報告の種々なる糸は，

従業員や環境に重要性をおくようになり，それはさらに進行しつつあると考えられる。このよ

うに，環境問題はアカウンタピリティの拡充の中心的な問題となって，会計に重要な問題を提

起しているものということができる。

111 業績指標と会計基準

会計は，組織とくに企業が外部者に対してもつ報告責任=アカウンタピリティを果たすため

に成立した。そして，アカウンタピリティは伝統的な受託責任すなわち財務的な責任から出発

して，その範囲を拡充していった。いままで、に述べたことからも明らかなように，はじめは企

業に金銭を預託している株主や債権者たちに対する報告責任としてアカウンタピリティ概念が

存在した。そして，この点を Perks は，エージェンシィ理論で説明しようとする。すなわち，

エージェンシィとしての企業・経営者がプリンシパルとしての株主や債権者に対してもつ責任

義務関係として把握し，会計やひいては会計専門職業の存立基盤をそこに見いだしたのである。

そ Lて，このようなアカウンタピリティは，すで、に述べた「コーポレート・レポート」などの

公表を契機として拡充の途をたどり，現在では従業員やさらには消費者・一般大衆，環境にま

でその対象を広げ，公共的な責任関係にまで発展した。いわゆる「社会的アカウンタピリティ」

概念の成立である。すなわち，ここでは，企業は企業をとりまく諸利害関係者に対して，たん

に財務的・経済的・金銭的な預託関係=受託責任だけではなく，財務以外の面についても責任

を負うようになり，アカウンタピリティ=ェージェンシィ関係は，株主・債権者からそれ以外

のグルーフ。へ，また財務的なものから財務以外のものにまで拡充されることとなった。このよ

、\、 1993 ， p. 290; なお，前掲拙稿「企業会計と環境問題J 参照。

(53) Cf. R. H. Gray “ The Greening 01 Accountancy: The Prolession alter Pearce" , 1990 および
「前注Jの文献など。また， Cf. D. Owen(ed.) “ Green Rゆorting: Accountancy and the Challenge 

01 the Ninetiesヘ 1992 ;なお，前掲拙稿「会計環境の変化とグリーン・レポーティングJ をも参照

のこと。

(54) R. W. Perks “oρ. cit." , p. 102 
(55) Ibid. , p. 102 
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うに，アカウンタピリティは財務以外の社会的・公共的な関係にまで拡充されるのであるが，

その場合，アカウンタピリティの解除として，企業その他の組織がどのような指標にもとづい

て説明・報告するのだろうか。周知のように，伝統的な会計においては，企業の実態・本質関

係は「利益J 指標によって把握される。すなわち，現代企業において，最も重要な関係はだれ

が資本を所有しているか，そしてまたそれがどのような形で運用・機能しているかということ

であり，それが現代社会・現代経済・現代企業の本質的な関係であるから，会計においても

「資産=資本j，そして資本の増分である「利益」の捕捉過程 cr収益一費用j) の把握が最も本

質的なものとして重要視される。いわゆる複式簿記を中核とする会計形式による企業実態の捕

捉がこれであるが，その中心的な指標は「利益j ・「収益性J である。しかし，前に述べたよう

に，企業のもつ報告責任がたんに財務的・金額的なものからそれ以外の社会的なものにまで拡

充され，またその対象も株主・債権者などの金銭預託者以外にまで拡大してくると，これらの

アカウンタピリティ関係の中核にある指標は変容せざるをえず，新しい指標が問題とされるに

至る。そこで，以下， Perks の所説にもとづいて，これらの「指標(業績指標)j の変容やそ

れをめぐる「会計基準j， r概念フレームワーク」などの動向についてみてみよう。

Perks は，まず会計がなぜ，いかに業績の重要な尺度として利益を強調するかを問題とし，

ついで業績指標としての利益の限界について述べる。利益は最も重要なものと考えられるが，

利益については多くの問題点があげられる。すなわち，1)利益の定義や測定が暖味であること，

2)利益はかならずしも期待するものを示さないこと， 3)利益は多くの組織の業績を評価するに

あたって適合性に疑問があること，などである。このことは，例えば前に述べたように，利益

以外の異なった情報例えば雇用や従業員に関する情報や環境についての情報が問題とされたこ

とからも明らかであり，また公共セクターにおいては利益指標はほとんど適合性がないことか

らもわかる。 Perks は，ここで公共セクターにおける指標を問題とし，とくに VMA Cvalue 

for money auditing)，すなわち「貨幣価値による監査」をとりあげ，公共セクターの業績

指標について大きく問題としているが，ここでは割愛し，私的企業に限定して述べる。 Perks

は，業績指標の技術的特性について述べた後， r経済性 CEconomy)j ・「能率 (E血ciency)j ・

「効果 (Effectiveness)j の三つの E について論じている。「経済性」は最小コストで所期の

量・質の資源を得ることと関係L" r能率」はコストと関係し，とくに産出単位あたり低コス

トをもつことである。そして r効果」は達成する目的に関するものであると。彼によれば，

これらの三Eは業績評価のシステムのキィーとなる内容である。このように， Perks は業績

指標として従来の「利益」を超えた種々の指標を問題とし，とくに公共セクターでの問題点を

(56) R. W. Perks “oρ. cit.", p. 107 
(57) なお，公共セクターの業績指標については， Cf. Ibid. , p. 114 ff. 
(58) Ibid. , pp. 110-111 

(59) Ibid. , p. 111 
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指摘しているが，ここで重要なことは，業績の考え方は中立的な変わらない概念ではないとい

っていることである。換言すれば，その定義は利害関係者グループの考え方に大きく依存する

ということである。すなわち，業績指標や対貨幣価値に対する議論の多くは，どんな業績の側

面が重要であるかについて，彼ら自身の見解に優位性を与える諸社会グループに関することで

ある。それぞれのグループはそれぞれの指標を議論するが，最も「権力」のあるグループが彼

らの目的に合った指標を受け入れ認識を得るのである。すなわち，利益数字は，知ろうと欲す

るものをわれわれに告げるという考えにひきつけられるべきよりも，経済性・能率・効果の公

正で客観的な尺度があるという考え方には誘惑されるべきではないということである。上で述

べたように， Perks は，現在最も重要視されている「利益」指標に対して，それと「権力」と

の関係を問題とし，最も権力のある者が彼らの目的に適合する尺度をもっとして，利益指標→

会計指標のもつ「権力的な性格」について言及している。このように r業績指標」は権力関

係との関係で問題とされねばならず，またアカウンタピリティ概念も権力，政治的なものとの

関係で問題祝される点が重要であると思われる。すなわち r業績指標の議論は，異なった利

害をもっ異なったグループの聞の権力争いとしてみられる」。

利益指標は相対的なものであり，またそれぞれの利害関係者グループの権力関係の反映とし

て存在するものであると考えられたが，ついでさらに，このような会計指標の取り扱いをめぐ

っての「会計基準」について，その意味などをみてみよう。 Perks は会計基準の意味につい

て述べ，会計基準委員会設置の背景やその起源について詳しく紹介した後 r会計基準」の必

要性について論じている。そこで，ここでは「会計基準の必要性」に焦点をあててみてみるこ

ととする。 Perks はこの点について， rそれぞれの会社の公表財務諸表は， もしそれが有用で

あるならば，比較可能なベースで作成されねばならない」といい rもし，それぞれの会社に

よって採用された会計原則や会計方針が大きく異なっていれば，財務状況や業績を評価する試

みは，ほとんど意味がなくなるだろう」と述べ，会計基準設定の必要性を強調している。そし

て rもし，それらが会計基準のもとに編集されるのであれば，財務諸表の信頼性は高まる」

と述べ，会計基準設定の重要性を強調している。そして，このことは r社会の利益」になる

と考えられる。すなわち r財務報告はたんに会計職業に関することだけではなく，会計基準

に関心のある社会の他の人々が存在する」と述べ，その社会的必要性を強調している。すなわ

ち rもし，会計基準が投資・価格・工場閉鎖・失業，あるいは所得・富の分配についての意

思決定に影響をおよぼすのであれば，それらは社会に対して重要である」と。このように，会

(60) Ibid. , p. 133 
(61) Ibid. , p. 123 
(62) すなわち，その設立・実施・レピューと変化・失敗と廃止にふれた後，会計基準委員会の基準設定

に関する fDearing 報告J や， f財務報告基準J について論じている (1bid. ， p. 140 ff.)。

(63) Ibid., p. 151 
(64) Ibid. , p. 151 
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計基準の設定は社会的な要請にまで高められて議論される。すなわち r公表財務諸表が社会

における富や資源の分配に影響を与え，最も新しい投資がどこで生ずるかに影響をもつのであ

れば，会計基準は影響力あるものであり，この点からみて非常に重要である」と。そして，と

くにこのような会計基準はそれを作成する基礎よりも，むしろその決定を正統化するプロセス

の一部分と考えられ雪;このように，会計基準の設定は，財務諸表の比較可能性の保持〈技術
面)，また社会の利益のためにも利害関係者の意思決定に影響を与えること(内容面)から重

要であると考えられ， r会計→アカウンタピリティ J の中核的な問題として取り扱われている。

しかし， Perks は， r公表財務諸表は社会においである実質的な効果をもち，また社会は効果

的な会計基準に関心をもっ」と述べ，とくに会計基準のもつ「政治的性格」にふれている。す

なわち r会計基準は経済的能率に対する実際的・潜在的貢献の状態で評価されJ， r会計基準

設定のプロセスを擁護する者の多くの目的は，経済的なものよりも政治的なものであるようで

あ21 と述べている。上で述べたように， Perks によれば，会計基準は公表財務諸表の信頼性
にとって，また社会にとっても有用なものと考えられるが，それはまた，経済的なものよりも

政治的な性格の強いものとして理解されている。

上でみたように，会計基準の設定は社会的にみても重要な利得であるが，これらの会計基準

の基礎として，またそれぞれの会計基準の矛盾を回避するために，いわゆる「概念フレームワ

ーク J (会計上の概念の意義づけ・枠組の体系〉が問題となる。 Perks は， r概念フレームワ

ークJ の存在理由をあげ，その発展をアメリカの FASB の成立やイギリスの SSAP の設定

の経緯の説明によって解明している。しかし，ここではそれらの設定プロセスは割愛し r概

念フレームワーク」の重要性とその特徴や問題点についてみてみることとする。彼によれば，

会計における「概念フレームワーク」は「会計は科学である」という証明のために必要である

と考えられる。しかしながら，会計が科学であるかどうかについては疑問点も多く r概念フ

レームワーグ」についても多くの問題点を蔵している。すなわち，種々なるグループの期待を

満たすことは困難であり，さらには概念フレームワークの樹立によって問題が解決されると考

えるのは，会計の本質の理解の欠如によるものとされる。というのは r会計基準が概念フレ

ームワークから導き出されるJ と考えることは r会計基準設定プロセスについての誤解」か

ら生ずるものである。すでに述べたように，会計基準の設定は，政治的・交渉のプロセスであ

り，それは最も「権力」のあるもののためにあると。 Perks によれば，会計は科学ではなく，

社会的な科学であり，真実・公正という観念も相対的なもので絶対的なものではなく，時代と

ヘ(65) Ibid. , p. 152 
(66) Ibid. , p. 152; :なお，組織の存在の正統性を主張する「正統性(legitimacy) 理論」については，

前掲拙稿「社会関連会計と社会的アカウンタピリティ」を参照のこと。

(67) lbid. , p. 157 
(68) Ibid. , pp. 165-171 
(69) Ibid. , p. 172 
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ともに変化するものである。したがって，会計は「科学J と比べるよりも「倫理・法律J と対

比することが重要で、あるという。なお，彼はさらに，概念フレームワーク，専門知識と専門職

業の危機について， r会計知識は，政治プロセスの残余である」として，概念フレームワーク

は種々なるグループの交渉の結果で，会計は権力をもつものの正統化への戦略で、あると述べて

いる。例えば， r利益」は人聞が社会的に作出した概念で、ある立そして最後に， r概念フレー
ムワーク」はだれも反対できない広い一般目的を提供するということにあり，目的は会計職業

の道徳・士気を高揚することにあると。以上で述べたように， r業績指標J (利益指標より他の

指標へ〉→「会計基準・概念フレームワークの設定j の一連の方向の解明において，とくに会計

のもつ社会的・政治的性格が強調され，会計と権力との関係が重要視されている。すなわち，

ここでは会計のもつ「権力/知関係」が強調されているものと思われる。

IV 会計と権力/知関係

会計を権力/知関係として捕えられる考え方は，ポスト・モダン思想，とくに Foucault の

考えにもとづくものである。 Foucault の思想については前に取り上けーたことがあるが， フー

コーディアンによると，会計は社会的・組織的実務として概念づけられる。すなわち，その基

礎を Foucault の，1)系譜学， 2)考古学， 3)権力/知関係の思想においている。そのうち，

とくに r権力/知関係」思考は，現代社会の発展を「権力とその作用方法の変化の状態で理

解し，権力が密接にリンクすること」を強調するものである。例えば，有名な Foucault の

「規律的権力 (disciplinary power)J という思考は，監獄をはじめ学校や会社などの場所で適

用され，会計は「権力/知関係J として把握される。すなわち，このような思考にあっては，

会計は規律的な権力，イデオロギー闘争における計算実務のー形態と考えられ r会計→計算

実務→規律的権力」として，その「可視性」を通じて理解しようとする。このように，フーコ

ー的な会計思考においては，会計を「権力的なもの」と考え，会計を権力・知識のーっとして

位置づけ，会計のもつ「権力的な性格」に重点がおかれる。 Perks の会計に対する考え方も，

(70) Ibid. , p. 174; なお，以前にも指摘したことがあるが，会計とくに財務会計は，すぐれて「法律j

的性格を強くもつものであり，したがってその前提としての「倫理・道徳」と密接に関係するものと

いえる。

(71) Ibid. , p. 177; なお，企業概念の特質や，会計指標とくにその中心である「資本や利益J 概念の本

質などについては，拙著『現代企業の経営分析一社会関連会計と社会関連分析』白桃書房を参照のこ

と。

(72) 前掲拙稿「イギリス会計学の新しい潮流J. および同「イギリス社会関連学派会計の理論構造J 参

照。なお，フーコーの思想については，つぎの一連の著作を参照のこと。フーコー著『知の考古学』

(中村雄二郎訳〕河出書房社;同『言葉と物一人文科学の考古学Jl (渡辺・佐々木訳〉新潮社;同『監

獄の誕生一監視と処罰Jl (田村淑訳)新潮社など。

(73) フーコーディアン(フーコーの思想を会計に適用する学派で. A. G. Hopwood らを中心とする

グループーホップウッディアンともいう一)の著作については，例えば. A. G. Hopwood (ed.) 

“ Accounting from the Outside " , 1988や，後でとりあげるロフトらの諸稿を参照のこと。
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このようなポスト・モダンの思想に影響をうけており，ここで、は，会計は知識として，また権

力として社会・組織において位置づけられ，この点から会計の特質が規定されている。したが

って，このような思考は「会計の規律権力的な解釈」と特徴づけることができ，会計を「権力

/知関係」として意味づけるものということができる。なお，このような会計の特質の解明に

ついては，以前に紹介したように，1)例えば， A. Loft がイギリスの初期の原価計算の形成

について「知識・技術・制度・職業的要求の相互作用」の検証を行って，原価計算・管理会計

の発展過程を解明し，会計と「権力/知」との関係を論じてお吹批た， K. W. Hoskin= 
R. H. Macve も複式簿記の成立を中心に知識実務の系譜学的考察を行い，権力の技術として

の「試験」について論じ，会計の「規律権力的性格」を摘出している。すなわち，彼らによれ

ば，知識関係は一つの権力関係であり，試験もそのーっと考えられる。換言すれば，彼らは，

「試験→会計→規律→権力」という図式で会計を特徴づけ，試験を「規律的権力」であるとし，

「権力関係=知識関係」の重ね合いを解明し，会計のもつ「規律的権力」としての特質を摘出

しているので、ぁ2: 悦のほか， P. M伽=T. O'Le仰は，標準原価計算や予算の生成過
程を分析し r統治できる人間」の作出ということを会計機能のーっとして析出しようとして

おり，彼らによれば， r計算管理は規律的権力の作用の形態であり，社会生活を規制するもの」

であり r規律・標準という概念は個人に対して人間の不能率を可視化するもの」と考えられ

てい2; 以上で述べたように，会計はここでは一つの知識，さらには権力のー形態として捕ら
えられており，このようなものとして，社会・組織で一定の役割を担うものと考えられている。

Perks は，上で述べた「権力/知関係」の思考にもとづいて， r会計人の権力と会計」につ

いて論ずる。 r権力としての会計」は，この書を通じての一貫したテーマで、あるが，すでに述

べたように，本書ではまず，社会で権力をもっ職業の特性が論じられ(~1)，ついでアカウン

タピリティを株主と取締役聞の権力関係と規定し (~2)，さらに取締役の権力の制限をアカウ

ンタピリティのプロセスと考え (~3)，社会に対する会社のアカウンタピリティを会社などの

権力組織の行動を規制する会計の潜在力としてみる (~4) のである。そして，業績指標 (~5)

や会計基準の (~6)，さらには概念フレームワーク (~7) についても，絶えず権力との関係で

論じられる。すなわち，財務諸表は社会の富の配分に影響をおよぼすものであるが，その会計

基準の決定にだれが力をもつかということが問われ，また概念フレームワークについても，会

計は合理性よりも社会的に作られるものと考えられ r会計は社会の権力の利害を反映するも

の」とみられる。このように， Perks の主張は，一貫して「権力(パワー)と会計」の関係

(74) A. Loft “ Towards a Critical Understanding of Accounting: The Case of Cost Accounting 
in the U. K. 1914-1925ヘ Accounting， Organizations & Society, 11-2 
(75) K. W. Hoskin=R. H. Macve “ Accounting and the Examination: A Genealogy of Discipｭ

linary Power\ Accounting, Organizations & Society, 11-2 
(76) P. Miller, T. ü'Leary “ Accounting and the Construction of the Governable Person", 

Accounting, Organizations & Society, 12-3 
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を問題としているといってもよいが，彼は，権力の理論的観点をつぎのように述べる。すな

わち， 1) r主観主義者 (subjectivis t) j 的観点， 2) r統合主義 (integration)j 的観点， 3) 

「歴史実質主義 (historical materialism)j 的観点， 4) 仁権力関係分析 (the analytics of 

relations of power)j 的観点の四つに分類セ:それぞれはそれぞれの意味をもち有用である
が，とくに「歴史実質主義的」観点は，権力の経済的基礎を問題とするもので，資本と労働の

関係を重要視し会社内の支配関係を問題とする。これに対して， r権力関係分析」的観点、は，前

述の Foucault の思想にもとづくもので，知識と権力との関係を問題とし， r情報・知識は権

力である」という思考で，会計知識は社会の権力ある利益の創出で、あると考えられす;Perks
は，これらの諸見解について意見を述べた後，そのうちの特別な見解を擁護するものではない

として，とくに「ここでのアプローチは改革主義であり，革命的ではない」といっているが，

会計・知識は，社会における権力ある利益の創造であり，それは彼らの利益に奉仕する傾向に

あると述べ，さらに社会における権力のより広い配分は，もし会計知識がより広い利益に奉仕

すべきであるならば必要で、あるといっている。そして最後に rだれが権力をもつか」につい

て論じ，会計人は社会において相対的に力をもっているといい，1)個人としての会計人， 2)職

業会計団体， 3)会計事務所， 4) (主題としての〉会計，にわけて論じているが，会計は，摩擦

を避ける力であると考えられ，政治的なものと理解されている。すなわち r会計は知識であ

り，権力である」という言葉をくりかえし，結びとしている。

以上で述べたように， Perks の見解は「社会における会計の役割」を追求したものであり，

会計は政治的要素をもち，権力関係とともにあるものと考えられる。したがって，会計人に支

持された経営者は情報をもち，そのことからより権力的であるとされる。このように，会計人

のニーズは社会における富と権力の配分に効力をもつもので r権力と富はコインの両面」の

ように密接に結合していると考えられる。また，会計は株主・債権者の保護から誤謬・虚偽の

防止へと，さらに取締役の利益の防御へと進んで、おり，会計はアカウンタピリティの遂行に重

要な役割を果たしているが，実際は従業員・消費者・環境などの社会よりも，投資家の利益に

奉仕してきたと考えられている。このように， Perks によれば，会計の果たす役割は取締役の

利益のためで、あるが，職業会計人は，ここでは真実の陳述を支持するために権力的な役割を演

ずるものと考えられる。すなわち，収益の配分に影響する意味で「権力と会計」の関係が問題

とされるのである。ここで，会計が「権力的」というのは，会社内では他のことの犠牲で取締

(77) R. W. Perks “oρ. cit. ヘ p. 181 

(78) Ibid. , p. 187 
(79) Ibid. , p. 188 
(.80)_ Ibid. , p.189 
(81) Ibid. , pp. 189-190 
(82) Ibid. , p. 197 
(83) Ibid. , p. 201 
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役を強化するということを通じてであり，他方，会社外部では，例えば政府においては社会の

ためということで権力的なものとして考えられている。また， Perks は， r企業の社会報告」

は，社会的アカウンタピリティの遂行として問題視しているが，あまり効果的とは考えられて

おらず rマスクをして非社会的行動へ走るJ 面もあると述べてい立しかし，株主は取締役
を効果的にアカウンタピリティにするために権力をもつものであり，その点からは重要である

と考えられる。そのための一つの運動が「倫理投資運動J であり，そのために適合的な情報が

必要であり，監査の独立性が論じられるものといえる。このように， Perks は，会計の社会に

おける役割を述べた後，社会の権力的組織をよりアカウンタプルにすることを擁護する者は，

伝統的会計モデルとしてのアカウンタピリティの限界を知るべきであるという。そして，伝統

的アカウンタピリティに代わる新しいアプローチをとるべきであると主張している。そのため，

会計は会社や他の組織をアカウンタプルにするだけでなく，政府やすべての権力ある組織をよ

り社会的に責任あるようにできるといって，会計のもつ社会的役割を強調しているものといえ

る。

以上，本稿では， Perks の「会計と社会」論について，彼の説くところにしたがってその大

要をみてきた。行論から明らかなように，彼の所説は「会計と権力」の関係に焦点をおきなが

ら会計のもつ社会的な性格に言及したものであり，会計が社会において一つの知識→権力と

して存在し，そのことを通じて一定の役割を演じていることを解明したものと考えられる。そ

して，そのため会計専門職業やアカウンタピリティ・監査について述べ，アカウンタピリティ

の拡充としての「企業の社会報告」や r業績指標J ・「会計基準」・「概念フレームワーク」な

どについて論じたものということができる。

以上で述べたように， Perks のこの書は，題名「会計と社会」が示すように，会計のもつ社

会的性格を「会計知識→権力関係J との関係で論じたもので，ユニークな内容の主張となって

いる。前にもみたように，会計についての考え方，会計の本質論については，最近，種々のア

プローチがとられており，その一つのポスト・モダン思想の観点から会計のもつ役割をたんな

る技術としてとりあげるのではなく，社会のネットワークのなかにおいて創造的な役割を果た

す積極的なものとして位置づける思考ができている。本書もそのような立場に立つものであり，

その思考によれば，会計や会計職業は一つの知識として社会に対して大きな力として存在する

ものと考えられる。そして，この点から社会に対して重要な役割を演ずるものとして理解され

る。このように，本書においては，一貫して権力関係の相互作用がくりかえしテーマとされて

おり，新しいタイプの著作であるといえる。また， r会計と社会」という魅力的なテーマをか

かげながらも， r中間的・漸進的立場」をとっており，前に紹介した R.H.Gray〉ゃ， M. R. 

(84) Ibid. , p. 206 
(85) Ibid. , p. x:ii 
(86) 例えば，その主著としてつぎの前掲書を参照のこと。R. H. Gray, D. Owen, K. Maundersノ
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Mathews の立場に近く，妥当な見解とみることができる。そこで，最後に，この書の特徴を

まとめると，すでにくりかえし紹介したように，会計を知識・権力として特徴づけ，この点か

ら会計のもつ社会的役割を論じた書ということができる。なお，その他の点としては，つぎの

ような特徴をもっと考えられる。1)会計専門家・会計職業という点に焦点をあてて，アカウン

タピリティの主体という観点から，その創造的側面を析出したこと， 2)会計をアカウンタピリ

ティ遂行のプロセスとしてとりあげ，この点からアカウンタピリティ概念の拡充として， r企

業の社会報告」を展開したこと， 3)企業の社会報告の新しい方向として「倫理投資活動J や

「環境活動」を位置づけたこと， 4)業績指標や会計基準・概念フレームワークなどについて，

権力関係の一環として問題としたこと，などがあげられよう。以上で、述べたように，本書はそ

の題名「会計と社会J にふさわしい，新しい視点からの会計本質論ということができる。

* 
以上，本稿では， Perks の「会計と社会」論の紹介を通じて，会計のもつ社会的性格や，

会計の知識→専門知識としての特質，ひいては会計が専門知識たることによってもつ権力関係

としての社会的役割などについてみてきた。もちろん，本書での主張のような会計の「権力・

知関係」からの意義づけは，会計のもつ経済実態→企業実態の客観的捕捉という会計の本質的

特質の上部に位するもので，この点を離れた会計本質論は会計を一つの意識構造・論にしてしま

う危険をはらんでいる。しかし，会計のもつ測定技術面のみを重要視するアプローチに対して

は，従来から欠けていた会計の異なった側面に焦点をあてた，新しい研究方向といえよう。こ

こでは， Perks のこの面からの積極的貢献を評価することとしたい。

\“Corþorate Social Rゆorting: Accounting and Accountability", 1987 
(87) M. R. Mathews “ SociaUy Resρonsible Accounting", 1993; なお，拙稿「社会関連会計の国際

的動向ーその類型化と理論枠組についてJ (若杉明編著『会計国際化の展開』ビジネス教育出版社所

収)を参照のこと。

(88) I会計」を意識構造としてとらえ， I実態J の写像からの自立として，その能動面を認識する思考は，

フーコーのポスト・モダン思想にその示唆を見出すことができる。すなわち，フーコーは前掲書『言

葉と物~ (1966) において，スペインの画家ベラスケス (D. Velázquez) の「宮廷の侍女たちJ (Las 

Meninas, 1656) を題材として，古典時代における「物」からの「言葉」の議離・自立を比犠的に説
明しており，極めて興味深いく『同書』の中扉の「絵J，および 27-41 ページ参照〉。

(89) すなわち，このような研究は，会計「外部J (without)からの分析であり，その意味では会計の

内部構造 (within) の解明にとっては， I無J (without) であるという批判もでてくるものと思われ

る。しかし，会計のもつ社会的な役割を等閑視することも，会計の本質の理解にとっては重要な問題

点である。これら両者の統合的な研究が重要で、あろう。

(90) なお，これらの点については，前掲拙稿「イギリス会計学の新しい潮流」や，前掲拙著『社会関連

会計の展開』などを参照のこと。
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